
 
 

     ○ 認可保育所の施設数と利用児童数（H24.4.1現在） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設数（か所） 利用児童数（万人） 

 
２３，７１１ 

０～２歳児 ７９．９万人 

３歳以上児 １３７．８万人 

合計 
  ２１８万人 

（前年より約５．４万人増） 

保育所の現状 
 

  ○ 待機児童数 
（H24.4.1現在） 

   ２４，８２５人 
    ０歳      ３，１７０人 
    １・２歳  １７，０３７人 
    ３歳以上  ４，６１８人 
 

・２年続けて減少 
・待機児50人以上の市区町村は107 

 ○ 保育士の状況（平成23年度） 
     ・保育所に勤務する保育士の数平成２３年１０月１日）        ３７７，７９２人 
     ・平成23年度に保育士資格を取得した者                     ４３，３０３人 
                            （参考）保育士資格登録者数  １，１２５，７２１人（H24.4.1現在）  

  ○ 保育所にかかる費用（運営費） 
 

 

 

 

 

 

 

費用総額（推計） 約１兆４，０００億円 

   公費 約９，０００億円 

    国 約４，０００億円 

   地方 約４，０００億円 

  保護者負担 約５，０００億円 

＜年齢別の保育費用（月額）＞ 
 

０歳 １４．９万円 １・２歳 ８．８万円 ３歳 ４．２万円 ４歳以上 ３．６万円 
 

＜保育料（月額）＞ 
 

保護者の所得に応じ、０円 (生活保護世帯等) ～ １０４，０００円（保育費用が上限） 

 

 （注）平成２5年度予算（案）（国基準）ベース。実際の保育費用及び保育料は各自治体により異なる。       

          （注）平成２５年度予算（案）（民間保育所） 
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○ 平成25年に待機児童を解消することを目標に、積極的な取組を展開。平成22年の1552人（全国ワースト）から、 
２年間で平成24年4月には179人まで減少。平成２５年４月の待機児童数は、ゼロを目指している。 

○ これまでの国の支援策を効果的に活用するとともに、先駆的な取組により、大きな成果。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市の待機児童対策① 

 

 ◇横浜保育室やNPO型家庭的保育など多様な保育等
の推進 
・０～２歳に特化し、小規模な形を含め、多様な形の保育を展開 

 ◇私立幼稚園での預かり保育の拡充 
・幼稚園における長時間（11時間）の預かり保育を実施（親の就労等 
 の要件あり） 

 ◇保育コンシェルジュの配置 
・多様な保育サービスのきめ細かな情報提供・相談、マッチング  

  

 

◇小規模保育等の新設 

・待機児童が集中する０～２歳に対応する小規模保育を制度化、
安定的な財政支援を実施 

◇認定こども園制度の改善 

・認可、指導監督の一本化、財政支援の充実による認定こども園
化の支援 

◇利用者支援の市町村事業化 
・利用者が保育施設・事業を利用しやすいよう、地域の保育情報を
紹介する「利用者支援事業」を、法定された市町村事業に位置付
けて財政支援。 

  

新制度における新たな国の支援策  

◇ハード・ソフト両面での支援策    

・保育所の施設整備費（ハード）：約1100億円 

・保育所運営費（ソフト）：約4300億円（前年度比約７万人増分を確保。
（従来は約５万人増）） 

・保育士の人材確保（ソフト）：約４４０億円（処遇改善、再就職支援など
大幅に強化） 

◇大都市部に対応した規制緩和 
  
  

 

現在の国の支援策 
 

 

横
浜
市
の
取
組 

 

 

国
の
支
援
等 

 

 

現行 
 

 

新制度 
 

支
援 

＜独自の取組＞ 

 

先
取
り 

 

 

◇認可保育所の整備    
・民間企業が多く参入、スピード感ある施設整備 
 （H22～24の3年間で１００００人以上の整備。民間企業設置の
保育所は112ヶ所。市内保育所の１／４を占める。） 

・国有地、市有地等の公有地の活用による誘致 

◇保育士の確保 
 ・潜在保育士の復職支援、新卒保育士の就職支援 

＜国の支援策の活用＞ 
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○ 横浜市では、国の支援策の活用や先駆的な取組に加えて、 
①市長のリーダーシップの下、本庁及び区ごとに緊急プロジェクトチームを設けるなど推進体制の整備 
②保育所整備に当たっての不動産のマッチングや保育所に入所できなかった保護者に対するアフターフォローな
どのきめ細かい支援 

など、組織・運営面におけるきめ細かく強力な対応が相まって、大きな成果。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

横浜市の待機児童対策② 

 

【施設整備】 
◇保育所整備にあたり土地等の不動産のマッチング支援 

・不動産情報の収集、土地を有効活用したい土地所有者と保育所整
備・運営法人の「出会いの場」をお膳立て 

【利用者支援】 
◇保護者へのきめ細かな情報提供・アフターフォロー 

・各区に配置された保育コンシェルジュ（再掲）が、保育所に入所でき

なかった保護者にアフターフォローを実施。  
  

 

②運営面での対応 
 

 
 

◇市役所本庁に緊急保育対策室を設置    

・専任部署を設けるなど、区役所の取組をバックアップする体
制構築 

◇各区役所を主体とする推進体制の構築    

・各区役所に区長をリーダーとする「緊急保育対策プロジェク
ト」を設置 

・区ごとのニーズや保育資源の状況を踏まえた待機児童対策
を展開 

・各区に緊急保育対策課担当係長（本庁兼務）を置き、現場に
根ざした対策とともに、本庁とも緊密に連携 

①組織面での対応 

 

横浜市の取組 
 

○ 国として、こうした横浜市における効果的な取組について、全国の自治体がこれを参考に効果的かつ
強力な取組が推進できるよう、横浜市をはじめ優れた取組の好事例を集積、積極的に発信。 

○ 新制度において普及・定着するよう、国・地方の子ども・子育て会議等を通じて強力に発信、地方自
治体ごとの取組を促進。 
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